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宮入興一の経歴と業績
経歴;
学 歴
1960年3月
1960年4月
1964年3月
1969年4月
1971年4月
1973年4月
1975年3月
1975年4月
職 歴
1964年4月
1979年4月
1982年4月
1988年3月
1989年5月
1997年10月
2001年3月
2001年4月
2003年10月
2005年4月
2007年10月
2012年3月
長野県立上田松尾高等学校卒業
埼玉大学文理学部文学科経済専攻入学
埼玉大学文理学部文学科経済専攻卒業
埼玉大学経済学部研究生(1971年3月まで)
大阪市立大学大学院経済学研究科聴講生(1973年3月まで)
大阪市立大学大学院経済学研究科修士課程入学(1975年3月まで)
大阪市立大学大学院経済学研究科 経済学修士取得 大阪市立大学経修
139号
大阪市立大学大学院経済学研究科博士課程入学(1979年3月単位取得
満期退学)
(株)三菱銀行勤務(1969年4月まで)
長崎大学商科短期大学部講師(財政学,地 方財政論,1982年3月まで)
長崎大学商科短期大学部助教授(財政学,地方財政論,1989年4月まで)
文部省在外研究員(ア メリカ合衆国ニューヨーク市立大学,1989年1
月まで)
長崎大学商科短期大学部教授(財政学,地 方財政論1997年9月まで)
長崎大学経済学部教授(地 方財政論,大 学院経済学研究科にて地方財
政論特講)
長崎大学退C(長 崎大学名誉教授,2001年4月)
愛知大学経済学部教授(財政学,地方財政学,大 学院経済学研究科に
て財政学研究,2012年3月まで)
愛知大学経済学研究科長(2007年9月まで)
愛知大学大学評議会委員(2005年5月まで)
愛知大学大学院長,学 校法人愛知大学評議員,大 学評議会員,大 学委
員会委員長(2011年9月まで)
愛知大学退職(愛 知大学名誉教授,2012年4月)
学会および社会における活動
1975年10月日本財政学会会員(現在に至る,1998-2003年度 理 事)
1978年3月
1987年6月
1989年10月
1992年4月
1995年12月
1998年6月
2000年ll月
2001年4月
2007年10月
2008年10月
日本財政法学会会員(現在に至る)
日本地方自治学会会員(現在に至る)
日本地域経済学会会員(現在に至る,1993-94年度,1997-99年度理事)
日本地方財政学会会員(現在に至る,1998-2001年度理事)
環境経済 ・政策学会会員(現在に至る)
国際財政学会(IIPF)会員(現 在に至る)
日本自治学会会員(現在に至る)
東海自治体問題研究所会員(2003年4月より理事,現 在に至る)
東三河 くらしと自治研究所会員(代表世話人,現 在に至る)
日本租税理論学会会員(2009年度より理事,現 在に至る)
賞 罰
1995年7月(財)東 京市政調査会第21回藤田賞受賞(論 文 「災害対策と地方財政運
営一雲仙火山災害と県レベルの財政運営の対応」による)
主要な教育研究業績;
(著書)
1現代日本地方財政論(共著)
2現代日本の財政問題(共著)
3現代アジア経済の発展 と動向(共著)
4テ クノポリスと地域開発(共著)
5現代日本財政論(共 著)
6長崎県の経済と財政一開発 ・財政編
(共著)
7炭鉱閉山の島か ら学んだこと
一長崎県高島町における学際的試み供 著)
8雲仙 ・普賢岳火山災害にいどむ
一長崎大学からの提言(共著)
9雲仙火山災害の社会経済的研究(共著)
10円高 ・国際化と 「企業城下町」
-90年代における企業都市の変容と再
生に関する研究(編著)
ll長崎市議会史 記述編
第1巻,第2巻,第3巻(共 著)
有斐閣
ミネルヴァ書房
税務経理協会
大月書店
ミネルヴァ書房
長崎県地方自治研究センター
高島町地域保健研究会
大蔵省印刷局
雲仙火山災害長崎大学
社会経済研究グループ
長崎大学企業都市経済研究
グループ
長崎市議会
1982年3月
1983年ll月
1985年1月
1985年7月
1988年7月
1988年8月
1991年6月
1994年3月
1994年3月
1995年3月
1995年3月～
1997年3月
12大震災 と地方自治一復興への提言
(共著)
13現代地方財政の構造転換
一日本地方財政学会研究叢書(共著)
14諌早湾干潟の再生と賢明な利用(共著)
15これでいいのか兵庫県財政(共著)
16ちょっとまて公共事業(共著)
17分権化 と地域経済(共著)
18火山一雲仙普賢岳がもたらしたもの
(共著)
19大震災いまだ終わらず一5年間の国と自
治体の復旧・復興施策を間う(共著)
20セミナー現代地方財政一地域共同社会
再生の政治経済学(共著)
21市民による諌早干拓「時のアセス」(共著)
22地域ルネッサンスとネットワーク(共著)
23市民 による諌早干拓 「時の アセ ス」
2006一水門開放を求めて(共著)
24セミナー現代地方財政1(共 著)
25現代日本租税論(編著)
26環境再生のまちづ くり
一四日市から考える政策提言(共著)
27平成大合併における都市内分権化と地域
自治組織 ・住民自治組織の重層的展開
一宮崎市の市町村合併を中心に(編著)
28四川大震災の総合的研究(編著)
自治体研究社
勤草書房
游学社
兵庫県自治体問題研究所
大月書店
ナカニシヤ出版
長崎出島出版
1996年1月
1996年ll月
1998年4月
1998年8月
1999年9月
1999年ll月
2000年4月
兵庫県震災復興研究センター2000年5月
勤草書房
諌早干潟緊急救済 東京
ミネルヴァ書房
有明海漁民・市民ネットワー
ク/諫早干潟緊急救済東京事
務所
勤草書房
税務経理協会
ミネルヴァ書房
29住民がつ くる地域 自治組織 ・コミュニ
ティ(地域 と自治体 第34集)(共著)
30災害復興 と居住福祉(居 住福祉研究叢 信山社
書 第5巻)(共著)
31東三河の経済と社会(第7輯)(共著)愛 知大学中部地方産業研究所
愛知大学中部地方産業研究
所 ・愛大中産研研究報告
第63号
愛知大学中部地方産業研究
所 ・愛大中産研研究報告
第66号
自治体研究社
2000年9月
2001年4月
2005年3月
2006年6月
2006年10月
2006年10月
2008年4月
2009年1月
2010年3月
2011年7月
2012年3月
2012年3月
(学術論文)
1所得税 「減税」政策の展開過程 『経済学雑誌』第76巻第1号1977年1月
～わが国 「高度成長」期 「調整減税」
方式の展開とその矛盾(単著)
2現代の福祉 と課税一社会的共同消費の 『経済学雑誌』第79巻第4号1979年3月
財政負担に関する一試論(単著)
3戦後 日本対外援助政策の特質と展開 『経営 と経済』第61巻第4号1982年3月
(単著)
4長崎豪雨禍一その政治経済学(単著)『 エコノミスト』1982年11月
第60巻第46号
5大規模電源立地による地域経済社会の 『経営 と経済』第63巻第3号1983年12月
変容 と地方財政一長崎県大瀬戸町松島
火力発電所を中心として(単著)
6「企業城下町」における地域自治の発展 『経営 と経済』第64巻第4号1985年3月
と自治体行財政(上)(単著)
7「企業城下町」における地域自治の発展 『経営 と経済』第65巻第1号1985年6月
と自治体行財政(下)一 長崎県香焼町
と巨大造船所立地を中心 として(単著)
8企業都市における都市経済の発展 と地 『経営 と経済』第66巻第1号1986年6月
方行財政一造船業の展開 と 「企業城下
町」・長崎(単著)
9炭鉱都市の 「崩壊」と地域 ・自治体 『経営 と経済』1989年9月 ～
(1)～(4)一高島炭鉱閉山と自治体財政 第69巻第2号～第70巻第1号1990年6月
(単著)
101980年代におけるアメリカ補助金政策 『経営 と経済』第70巻第4号1991年3月
の展開一州政府の役割変化を中心に
(単著)
11企業都市の概念 と構造的特徴一企業都 『経営 と経済』第71巻第2号1992年9月
市の構造 ・変容 と地方自治(1)(単著)
12火山災害における被害 と住民生活 『雲仙火山災害の調査研究』1993年6月
(単著)第2報
13災害問題 と地域 ・自治体一自然的災害 『経営と経済』第73巻第1号1993年6月
における被害の全体像 と複合的被害構
造の解明(単著)
14災害問題 と地域経済一雲仙普賢岳火山 『地域経済学研究』第4号1993年10月
災害を事例として(単著)
15雲仙火山災害の特徴 と災害対策の諸課 『日本の科学者』1994年7月
題(単著)第29巻 第7号
16災害対策の展開 と地方財政制度(単著)『 雲仙火山災害の調査研究』1994年10月
第3報
17災害対策と地方財政運営一雲仙火山災 『経営と経済』第74巻第3号
害と県レベルの財政運営の対応(単著)
18新しい円高 ・「国際化」時代の企業都市 『長崎県立大学論集』第28巻
と地方自治 ・地方財政(単著)第4号(下 巻)
19長期化大規模災害下の災害対策 と地方 『雲仙火山災害の調査研究』
財政システムの改革(単著)第4報
20大震災と財政改革(単著)『 経営と経済』
第75巻第3・4号
21阪神淡路大震災と財政問題(単著)『 大阪の住民 と自治』
第212号
22雲仙火山災害からみた災害対策行財政 『九州弁護士連合会 ・提言
システムの問題点 と改革課題(単著)一 あるべき災害対策をめざして』
23震災復興財政の問題点と神戸市行財政 『兵庫県自治体問題研究所報』
の課題(単著)
24諌早湾干拓の経済学(単著)『 長崎平和研究』第2号
25諌早湾干拓事業の 「公共性」 と費用対 『経営と経済』第77巻第4号
効果評価(単著)
26公共事業における費用対策効果につい 『環境と正義』第12～17号
ての考察(単著)
27公共事業における費用対効果評価一諌 『経営と経済』
早湾干拓事業を契機 として(単著)第78巻 第3・4号
28自然災害における被災者災害保障と財 『経営と経済』第79巻第2号
源問題一雲仙火山災害 と阪神淡路大震
災との比較視点から(単著)
29災害の政治経済学の展開と課題(単著)『経営と経済』第80巻第1号
30震災復興における国の行財政対応と神 『経営と経済』第80巻第2号
戸市財政(単著)
31被災者生活支援対策の現状 と展望 『都市問題研究』第53巻
(単著)第3号 都市問題研究会
32被災者生活支援対策の展開 と課題 『経営と経済』第80巻第4号
(単著)
33公共事業と費用対効果評価(単著)『 経済論集』第156号
愛知大学経済学会
34被災者生活再建支援法制の現状と課題 『NDIC』25号九州大学西部
(単著)地 区自然災害資料センター
35大規模公共事業の破綻 と地域経済 ・地方 『経済論集』第159号
財政一諌早湾干拓事業を素材 として一 愛知大学経済学会
(単著)
1994年12月
1995年3月
1996年1月
1996年3月
1996年7月
1996年11月
1997年3月
1997年10月
1998年3月
1998年7月～
1999年1月
1999年2月
1999年9月
1999年10月
2000年9月
2001年3月
2001年3月
2001年8月
2001年9月
2002年7月
36土地改良事業と費用対効果評価
一国営川辺川土地改良事業を素材 とし
て(単著)
3721世紀の公共事業を考える(単著)
38市町村合併 と地域経済 ・自治体財政の
変貌(1),(2)(単著)
39阪神 ・淡路大震災 と災害復興対策から
の教訓(単著)
40中越大震災 と財政問題(単著)
41災害問題の変貌 と災害対策地方行財政 『経済論集』第169号
の改革課題(単著)
42「平成の大合併」と残された諸課題
(単著)
43「平成の大合併」
の模索(単著)
と地域内分権 ・自治へ
『熊本学園大学経済論集』
第9巻第3・4合併号
熊本学園大学経済学会
『環境と創造』第22号
中部の環境を考える会
『経済論集』第155号,
第156号 愛知大学経済学会
『住民と自治(兵 庫版)』
第379号
『住民と自治』第504号
愛知大学経済学会
『年報 ・中部の経済と社会
2005年版』愛知大学中部地
方産業研究所
『年報 ・中部の経済と社会
2005年版』愛知大学中部地
方産業研究所
44国営諌早湾干拓事業 と費用対効果評価 『経済論集』第172号
一第2次変更計画を中心に(単著)愛 知大学経済学会
45被災者生活再建支援法をめぐる教訓と 『月刊女性&運 動』304号
課題(単著)
46「平成の大合併」 と地域内分権 ・自治へ 『市町村合併と広域行政に関
の模索一上越 市における 「準公選制」 する時間的 ・空間的視点から
の地域協議会 と地域 自治組織の再構築 の比較研究』(研究代表者:
の試み(単著)宮 入興一,平成17～19年度
科学研究費補助金,基盤研究
(C)研究成果報告書)
47「平成大合併」における 「地域自治組織」 『市町村合併 と広域行政に関
の導入の特徴 と意義一宮崎市合併の意 する時間的 ・空間的視点から
味するもの(単著)の 比較研究』(研究代表者:
宮入興一,平成17～19年度
科学研究費補助金,基 盤研究
(C)研究成果報告書)
48宮崎市合併 と 「地域自治組織」の多面 『市町村合併 と広域行政に関
的展開(単著)す る時間的 ・空間的視点から
の比較研究』(研究代表者:
宮入興一,平 成17～19年度
科学研究費補助金,基盤研究
(C)研究成果報告書)
2003年3月
2003年12月
2004年7月～
2004年11月
2005年2月
2005年4月
2005年11月
2006年3月
2006年3月
2006年12月
2007年12月
2008年3月
2008年3月
2008年3月
49「平成の大合併」と残された諸課題一地 『市町村合併 と広域行政に関
域内分権 と地域住民自治の展開を中心 する時間的 ・空間的視点から
に(単著)の 比較研究』(研究代表者:
宮入興一,平成17～19年度
科学研究費補助金,基盤研究
(C)研究成果報告書)
50過疎地域における災害復興の課題 と展 『年報 ・中部の経済と社会
望一能登半島地震災害を素材 として2007』 愛知大学中部地方産
(単著)業 研究所
51突民生活重建支援対策的演送及存在的 『首都経済貿易大学学報』
問題(単著)
52「平成大合併」における 「地域自治組織」 『経済論集』第177号
の導入と意義一宮崎市合併を素材 とし 愛知大学経済学会
て(単著)
53平成大合併における都市内分権化 と地 『経済論集』第178号
域住民自治の重層的展開(単著)愛 知大学経済学会
54災害者生活再建と地域社会復興への支 『議会 と自治体』129
援制度一中越沖地震災害と近年の諸災
害 との比較視点から(単著)
55石油コンビナー ト災害 と臨海部リスク 『年報 ・中部の経済 と社会
管理の課題一四日市石油コンビナー ト2008』愛知大学中部地方産
を中心に一(単著)業 研究所
56災害復興における生活 ・生業再建支援 『経済論集』第179号
制度の到達点 と今後の課題(単著)愛 知大学経済学会
57「平成の大合併」における合併 ・非合併 『年報 ・中部の経済と社会
自治体の対応の実態と比較分析一全国(2009年版)』愛知大学中部
市町村アンケー ト調査結果を素材とし 地方産業研究所
て(共著)
58「平成大合併」における合併 ・被合併市 『東海自治体問題研究所報』
町村の対応の実態 と比較(上),(下)増 刊67号,68号
(単著)
59四川大震災の社会経済的要因 と復興過 『経済論集』第183号
程の諸課題(単著)愛 知大学経済学会
60四川大震災の被害像 と復興過程の特徴 『立命館経済学』第59巻
と課題(単著)第6号 立命館大学経済学会
61都市内分権化 と地域自治組織の新展開 『経済論集』第185号
一宮崎市の 「地域 自治区」の動向を素 愛知大学経済学会
材として(単著)
2008年3月
2008年3月
2008年7月
2008年7月
2008年12月
2009年1月
2009年3月
2009年3月
2010年3月
2010年6月,
7月
2010年7月
2011年3月
2011年3月
62「平成の大合併」における合併 ・非合併 『年報 ・中部の経済と社会
自治体の対応の実態 と比較分析一全国2010年版』 愛知大学中部地
市町村アンケー ト調査からみた地域 自 方産業研究所
治組織 ・住民自治組織の重層的展開
(共著)
63破綻 した公共事業 としての諫早湾干拓 『日本の科学者』第46巻
事業と政治経済学的問題(単著)第5号,日 本科学者会議
64東日本大震災の特徴 と復旧 ・復興の諸 『環境 と公害』第41巻第1号
課題(単 著)
65東日本大震災と復興のかたち一成長 ・開 『世界』第820号
発型復興から人間と絆の復興へ(単著)
66復旧 ・復興の課題 と災害復興制度の抜 『議会 と自治体』第165号
本転換(単著)
67東日本大震災の災害像と復興の諸課題 『地域経済学研究』第23号
(単著)
68東日本大震災の特徴 と震災復興計画の 『年報 ・中部の経済 と社会
検証(単著)(2011年 版)』愛知大学中部
地方産業研究所
69災害 と防災の地域経済学 一東三河の 『年報 ・中部の経済 と社会
地域経済社会に与えた東日本大震災の(2011年版)』愛知大学中部
衝撃 と地域防災計画の見直 し課題を素 地方産業研究所
材 として(単著)
2011年3月
2011年5月
2011年7月
2011年8月
2012年1月
2012年1月
2012年3月
2012年3月
(調査報告)
1諌早市基本計画策定に関する調査報告 諌早市
書(共著)
2松島火力発電所建設に伴 う周辺地域へ 電発環境緑化センター
の経済波及効果調査(共著)
3長崎 ・中島川 と石橋群その2一歴史的環 環境資源保護財団
境の修復と防災性の両立を求めて(共著)(日本ナショナル トラス ト)
1980年10月
1983年2月
1984年3月
(学会発表)
1諌早湾干拓事業 と事業評価について シンポジウム ・諫早湾干拓
(単独)事 業の再検討と有明海再生
2諌早湾干拓事業の見直し問題 と有明海 第4回有明海 ・不知火海
の再生(単独)
3諌早湾干拓事業の破綻 と今後の展望
(単独)
4大規模公共事業 と地域経済 ・地方財政
(単独)
フォーラム
干潟を守る日2002in諌早
シンポジウム
日本地方財政学会
2000年6月
2001年ll月
2002年4月
2002年6月
5学会討論 「公共事業の費用負担 と評価」
(単独)
6有明海異変 と諌早湾干拓事業の問題点
(単独)
7地域社会の リスク管理 と地方財政(共
通討論)(単独)
8公共事業の事業評価 と今後の課題
(単独)
9中越大震災と災害財政問題(単独)
10中越大震災復興の財政課題(単独)
日本地方財政学会
第ll回大会
有明海 ・不知火海フォーラム
第6回
日本地方財政学会
第12回大会
行政評価 ・管理セ ミナー
にいがた自治体研究所研究大会
自治体問題研究所全国シンポ
ジウム
ll地域経済社 会の衰退 と地域 コミュニ2006年度日本地方自治学会
ティの再生一市町村合併と地域内分権・沖縄国際大学
自治の試みを素材に(単独)
12諌早湾干拓事業の財政問題 干潟を守る日2007諌早一研
(単独)究 者による問題提起 とディス
カッション 干潟を守る日
2007全国集会実行委員会
13能登半島震災の特徴 と復興の課題一従 シンポジュウム 「能登半島震
来の被災地の経験 と教訓をふまえて 災復興のこれか らを考える」
(単独)い しかわ自治体問題研究所
14中越沖地震災害における生活再建と復 中越沖地震復興緊急シンポジ
興の展望(単独)ウ ム にいがた自治体問題研
究所
15企画セッション:米軍再編下の沖縄にお 日本財政学会第65回大会
ける自治と財政,デ ィスカッサント
(単独)
16平成大合併における大規模合併下での 経済地理学会中部部会,2008
地域自治組織 と住民自治組織の重層的 年Il月例会(合 併シンポジュ
展開一上越市 と宮崎市の市町村合併事 ウム:合併で誕生 した広域自治
例を素材として(単独)体 の実情 と問題点・課題)
17宮崎市を中心 とする地域 自治組織の現 自治体問題研究所全国セミ
状と課題(単独)ナ ー
18東日本大震災からの復興と地方財政 日本地方財政学会
(単独)2011年 度全国大会
19東日本大震災の災害増 と復興の諸課題 日本地域経済学会
(単独)関 東支部研究大会
20広域合併で誕生 した市町村における地 日本社会情報学会
域自治組織の現状 と課題(共同)2011年 度全国大会
21震災復興 と税財政一東日本大震災 と復 日本租税理論学会
興制度改革課題を中心に(単独)第23回 全国大会
2003年7月
2003年8月
2004年5月
2004年10月
2005年1月
2005年3月
2006年11月
2007年4月
2007年6月
2007年9月
2008年4月
2008年11月
2010年8月
2011年5月
2011年7月
2011年8月
2011年11月
(書評)
1池上岳彦著 『分権化と地方財政』(単著)『財政と公共政策』第27巻
第1号 財政学研究会
(参考論文)
1九州のエネルギー開発問題(共著)
2コスト論 と公務員の範囲(単著)
『公害研究』第13巻第1号
『ながさき自治研』第15号
(講演)
1諌早 「時のアセス」 と縮小案の諸問題 諌早湾干拓問題研究者緊急大会
(単独)
2諌早湾干拓事業にみる公共事業の実態 中部の環境を考える会
(単独)
3諌早湾干拓事業の諸問題 と政官業癒着 「干拓を守る日2003in諌早」
構造(単独)シ ンポ
4被災者の願いに こたえ地域再生をすす 全国災害対策連絡会
める震災復興を(単独)新 潟県連絡会
5自然災害の変容 と災害対策の実態及び 東海自治体問題研究所
課題一阪神淡路大震災 と中越大震災の
教訓から学ぶ(単独)
6被災者の願いに こたえ 地域再生の復 新潟県災害対策連絡協議会集会
興を一中越大震 災か ら1年,被 災者 ・
被災地の実態をふまえて(単独)
7大規模災害からの復興財政について 人と防災未来センター ・
(単独)関 西学院大学復興制度研究所
8諌早湾干拓縮小計画の費用対効果 諌早干拓 「時のアセス」
(単独)2006シ ンポジュウム
9日本の租税構造の特徴と変容(単独)愛 知大学会計人会研究会
10災害被災者支援制度一これまで,こ れ 阪神・淡路大震災12年メモ
から(単独)リ アル集会 神戸市勤労会館
11四日市環境再生まちづ くり政策提言 四日市環境再生まちづ くり提
一健康で安全なまちづ くり(環境保全 言の集い 四日市環境再生ま
と防災)(単独)ち づ くりプラン検討委員会 ・
日本環境会議 ・四日市まちづ
くり市民会議
12被災者生活再建支援法をめぐる教訓 と 被災者生活再建支援制度の抜
改革の課題(単独)本 改革を求める10.27全国交
流集会 全国被災者支援と災
害対策を求める全国連絡会
2005年5月
1983年7月
1987年4月
2001年9月
2001年12月
2003年5月
2005年3月
2005年ll月
2005年ll月
2005年ll月
2006年6月
2006年10月
2007年1月
2007年7月
2007年10月
13地域の経済と自治体財政(単独)東 三河くらしと自治研究所例会
14被災者が主人公の生活再建 と地域振興 被災者の生活再建 と地域社会
を考える一災害復興研究・運動全国交流 の復興への展望一新潟県中越
集会(単独)沖 地震災害を中心として,全
国災害対策連絡会
15これか らの公共事業 はどうあるべき シンポジウム 「公共事業と
か?公 共事業改革法案による大転換の わたしたちの未来一 『公共事
可能性は?(共 同)
16東日本大震災をどう捉えるか(単独)
2008年1月
2008年8月
2011年12月
業改革法案』による公共事業
の大転換への道筋を考える」
日本弁護士連合会
中産研公開シンポジウム2011年12月
「東日本大震災の特徴と復興
の諸課題」愛知大学中部地方
産業研究所
17災害救助 ・復旧 ・復興の実態 と災害対 福祉国家構想研究会
策制度改革の課題一東日本大震災とそ
の復興過程を素材 として一(単独)
18災害救助 ・復旧 ・復興の実態 と災害対 日弁連貧困問題対策本部
策制度の改革課題一東日本大震災とそ 震災原発PT
の復興過程を中心に(単独)
19四川大震災の復旧 ・復興の特徴 と課題 立命館大学経済学会研究会
一東日本大震災 との対比を念頭に置い
て(単独)
20地震 ・津波 とコンビナー ト災害一束日 四日市市公害判決40周年セ
本大震災の教訓か ら四日市市石油コン ミナー
ビナートの災害対策を考える(単独)
2012年1月
2012年6月
2012年7月
2012年8月
(インタビュー)
1公共事業の見直 しは防災 ・福祉型へ転 朝日新聞
換を(単独)
2003年10月
(参考人意見)
1有明海及び八代海の再生に関する問題 衆議院農林水産委員会
(単独)
2国営川辺川土地改良事業変更計画につ 熊本県収用委員会
いての意見(単独)
3社会資本整備重点計画法案及び社会資 参議院国土交通委員会
本整備重点計画法の施行に伴う関係法
律の整備等に関する法律案についての
参考人意見(単独)
2002年11月
2003年3月
2003年3月
